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１．はじめに 

韓国は1960年代から1997年のアジア通貨危機ま

での間、急速な経済成長を持続してきた。こうした

経済成長の過程において首都圏をはじめ慶尚南北道

などには高い産業集積が実現したが、中部地域や南

西地域の開発は遅れ、韓国国内の地域格差が大きな

社会問題となって行った。その結果、1971 年には韓

国で最初の全国総合開発計画が策定され、こうした

地域格差を解消するための地域政策が実施されてき

た。これらの地域政策の結果、韓国の地域経済の構

造がどのように変化してきたのかを明らかにしてお

くことは、今後の韓国における地域政策のあり方を

考える上でも重要な課題であると言える。 
地域経済の構造変化を把握するためには、地域間

の経済的な取引関係を網羅する地域間産業連関表を

時系列比較することが望ましい。わが国では、1960
年以降、5 年毎に地域間産業連関表の推計が行われ

てきた。そのため、これらの地域間産業連関表を用

いてわが国の地域経済の構造変化を明らかにしよう

とする研究が数多く行われてきた。例えば、秋田は

地域間産業連関表を用いて成長要因を分析する方法

を提案し、これを用いて 1975 年から 1985 年におけ

る日本の地域経済の成長要因として、海外を含めた

地域外からの直接・間接的な効果が大きく貢献して

いることなどを明らかにしている。 
韓国でも、韓国銀行が 1970 年から 5 年毎に国の

産業連関表の推計を行ってきている。また、地域産

業連関分析についても多くの研究者が試みてきてい

るが、公表されている地域間産業連関表は多くない。 
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そうした中で、韓国開発研究院は第 4 次全国総合計

画における社会資本投資の効果を分析するために、

韓国国内を 15 地域に区分した地域間産業連関表を

推計し、公表している。ところが、韓国開発研究院

の地域間産業連関表は 1995 年のものであり、時系

列で地域間産業連関表の推計が行われている訳では

ない。 
そこで、本研究では、1995 年の韓国地域間産業連

関表を用いて 1985 年の地域間産業連関表を遡及推

計する方法を提案する。また、実際にこの方法を用

いて韓国の 1985 年における地域間産業連関表の推

計を行い、これを 1995 年の地域間産業連関表と比

較することにより、韓国の地域経済の構造がどのよ

うに変化してきたのかを明らかにすることを目的と

する。以下、２．では従来の関連研究について整理

し、遡及推計を行う上での留意点について述べる。

また、３．では、本研究で提案する地域間産業連関

表の遡及推計方法について述べる。４．では、韓国

でこの方法を用いて地域間産業連関表の遡及推計を

行うためのデータについて述べる。なお、紙面の都

合により、1985 年表と 1995 年表の比較分析の結果

については省略し、発表の折に説明することとする。 
 

２．従来の関連研究 

（１）産業連関表の延長推計 

 通常、産業連関表は 5 年毎に大規模調査を実施し

て推計される。こうした基準年の産業連関表に基づ

いて中間年における産業連関表を推計する作業は産

業連関表の延長推計と呼ばれている。こうした産業

連関表の延長推計を行う方法は、逐次計算法と距離

法の 2 種類に大別することができる。RAS 法は逐次

計算法の代表的なものである。また、距離法も近接

性の尺度に何を用いるかによって多くの方法が提案

されている。その中で、近接性の尺度としてエント

ロピーを用いる方法はエントロピー法と呼ばれ、エ



 

 

ントロピー法と RAS 法は同一の解を与えることが

分かっている。また、上述した 1 地域の産業連関表

のみならず、複数の地域を対象とした地域間産業連

関表の延長推計についても、幾つかの方法が提案さ

れてきている。例えば、奥田（2003）はエントロピ

ー法に基づき、地域産業連関表と地域間交易表を 2
種の RAS 法を用いて推計する方法を提案している。 
（２）産業連関表の遡及推計 

本研究では、基準年の地域間産業連関表から過去

の地域間産業連関表を推計する方法について考える。

しかし、基準年と推計年が離れるにしたがって、技

術進歩によって地域投入係数が変化したり、交通条

件の変化により地域間交易係数が変化する可能性が

高い。そのため、地域間産業連関表の遡及推計には、

以下の 2 点について考慮する必要がある。 
まず第 1 に、多くの国で国の産業連関表の推計は

行われているものの、地域間産業連関表の推計は行

われていない場合が多い。通常、基準年の地域間産

業連関表から過去の地域間産業連関表を推計する場

合、基準年の地域投入係数に基づいて過去の地域間

産業連関表を推計することが考えられるが、過去の

国の産業連関表が推計されていれば、これを用いて

地域投入係数を補正することも可能となり、より高

い精度の遡及推計が可能になるものと考えられる。 
また、第 2 点としては、韓国のように急速な経済

成長を遂げた国では、交通インフラの整備によって

地域間交易のパターンが変化していることが予想さ

れる。したがって、過去の地域間交易係数を求める

上で、こうした交通インフラの整備の影響を考慮し、

より高い精度の推計を行うことが考えられる。 
 

３．地域間産業連関表の遡及推計方法 

（１）問題設定 

本研究では、表１～２に示す競争移入型地域間産

業連関表の遡及推計する方法について考える。この

とき、基準年の地域間産業連関表が与えられており、

これに基づいて過去の地域間産業連関表を遡及推計

することを考える。また、推計年における生産額 s
jX 、

付加価値 s
jV 、最終需要 s

iF 、輸出 r
iE 、輸入 s

iM につ

いては既存統計から入手可能であるとし、推計年の

中間投入 s
ijx と地域間交易 rs

iy を推計する方法につい

て考える。このとき、地域間産業連関表としてのバ

ランスを保つことはもちろん、各地域の地域産業連

関表を合計した場合、全国の産業連関表に一致する

必要がある。 
 

表１ 地域産業連関表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 地域間交易表 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
（２）一次推計 

 推計年における中間投入と地域間交易を推計する

ために、基準年の地域間産業連関表から地域投入係

数 s
ija 、地域間交易係数 rs

it を求め、これらの値を用い

て一次推計を行う。中間投入 s
ijx については推計年の

生産額 s
jX に基準年の地域投入係数 s

ija を乗じてその

値を求める。 
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また、こうして求めた中間投入 s
ijx と最終需要 s

iF を

足し合わせて地域内需要を求める。また、この地域

内需要から輸入 s
iM を差し引いたものに地域間交易

係数 rs
it を乗じ、さらに地域間距離の補正係数

i

rs

rs

d
d

γ−











を乗じて地域間交易 rs

iy を求める。 

i

rs

rs
s
i

s
i

j

s
ij

rs
i

s
ij d

dMFxty
γ−
























−+= ∑  (2) 

 

（３）エントロピー法 

 しかし、こうして求めた一次推計値は地域間産業

連関表としてのバランスを保っていない。また、す

べての地域産業連関表を合計したとき、国の産業連

関表にも一致しない。そこで、近接性の尺度として

エントロピーを定義し、これらの条件を満たしなが

ら、一次推計値に最も近い値を求めることにする。

この問題は次の最適化問題として定義できる。 
 

目的関数： 
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制約条件： 
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図１はエントロピーの大きさを示したものである。

この図から分かる通り、エントロピーは 0xx = で最も

小さな値を示す。したがって、式(3)は一次推計値
s
ijx ，

rs
iy で最も小さな値を取り、この値から離れるに従っ

て次第に大きな値を取ることになる。また、制約条件

(4)はすべての地域産業連関表の合計が全国の産業連

関表に一致するための条件である。また、制約条件(5)、

(6)は地域間産業連関表の列方向､行方向のバランスを

保つための条件式、制約条件(7)､(8)は地域間交易表の

行方向､列方向のバランスを保つための条件式を表し

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ エントロピー 

 

（４）最適化条件とその解法 

この最適化問題の一階の条件を導くと、以下のよう

になる。 
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ここで、 ijK は地域産業連関表の合計を全国の産業連

関表に一致させるための補正係数、
s
iR ､

s
jS は地域産業

連関表を求めるための補正係数、
r
iA ､

s
iB は地域間交

易表を求めるための補正係数である。式(10)～(12)は

RAS 法により地域産業連関表の推計を行うべきことを

意味している。ただし、地域産業連関表の合計が全国

の産業連関表に一致するように常に ijK が乗じられる

ことになる。また、式(14)～(16)は RAS 法により地域

間交易表の推計を行うべきことを意味している。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図２ 韓国の地域区分 
 

表３ 産業区分 
本研究 韓国開発研究院 

1.農林水産業 農林水産業 
2.鉱業 鉱業 
3.食料品 食料品 
4.金属 金属 
5.機械 一般機械、電気機械、電子機械、精密機械、

輸送機械 
6.その他製造業 繊維、木材、石油、化学、その他製造業 
7.建設 建築、道路、鉄道、地下鉄、港湾、空港、河

川、上下水道、農業土木、都市土木 
電力、通信、その他建設 

8.公益事業 電力・ガス・水道 
9.商業・運輸 小売、運輸、通信 
10.サービス 金融、放送、対事業所サービス、公務、教育、

その他 

４．韓国における遡及推計に用いたデータ 

（１）産業連関表 

１．でも説明した通り、韓国では韓国銀行が 1960
年からほぼ 5 年毎に韓国全体を対象とした産業連関

表の推計を行ってきている。本研究では、1985 年の

全国産業連関表としてこれを用いた。また、韓国開

発研究院は 1995 年の地域間産業連関表を推計して

いる。その地域区分は図２に示した 15 地域（6 都市、

９道）である。また、産業区分は韓国銀行の推計し

た全国産業連関表の大分類とほぼ同じ産業分類であ

る（表１参照）。ただし、この地域間産業連関表は社

会資本投資の効果計測を目的としているため、建設

をさらに 12部門に細かく分類している。そのため、

これを集計して表３に示す 10 産業分類の地域間産

業連関表の推計を試みた。 
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